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税務情報 

2025年度税制改正 － 電子帳簿等保存制度関連情報 

2025年度税制改正では、電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存制度につ
いて、請求書等のデジタルデータ（電子取引データ）を自動で保存し、帳簿に自
動連携する仕組みに対応した制度が新設され、それらの電子取引データを⼀定
の要件を満たして送受信・保存する場合には、その電子取引データに関連する
隠蔽・仮装⾏為を重加算税の 10％加重の適用対象から除外する措置（以下、「重
加算税の加重措置の除外措置」）が講じられました。 

国税庁は 6月 27日、この改正に伴う以下の情報を公表しました。 

1. 電子帳簿保存法取扱通達及び趣旨説明の改正

電子帳簿保存法施行規則の一部改正等に伴い、取扱いの明確化を図るため、電
子帳簿保存法取扱通達及びこれに係る趣旨説明が改正されました。（趣旨説明に
は、お問合せの多い内容に★印が付されています。） 

 「電子帳簿保存法取扱通達の制定について」の一部改正について（法令解釈
通達）（2025年 6月 27日付）

 令和 7年 6月 27日付課総 5－15ほか 7課共同 「『電子帳簿保存法取扱通達
の制定について』の一部改正について」（法令解釈通達）等の趣旨説明につ
いて（2025年 6月 27日付）

たとえば、電子帳簿保存法取扱通達には、重加算税の加重措置の除外措置に係
る要件について、以下の通達が新設されています。 

8－27 （特定電磁的記録の記録事項を国税関係帳簿に係る電磁的記録に記録す
ることの意義） 

重加算税の加重措置の除外措置に係る要件のひとつに、「特定電子計算機処理シ
ステムを使用して保存された特定電磁的記録の記録事項（金額に係るものに限
る。）を、訂正削除を⾏ったうえで電子帳簿に記録することができないこと（⼜
は訂正削除の事実を確認できるようにしておくこと。）。」という要件があります。 

本通達では、特定電磁的記録の記録事項が、関連する全ての国税関係帳簿に記
録される必要はなく、仕訳帳や総勘定元帳に記録されていれば問題ないこと及
び特定電磁的記録を保存するシステム（証憑管理ソフト等）と国税関係帳簿を
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作成するシステム（帳簿作成ソフト等）が一体のシステムでない場合であって
も、一定の場合には本要件を満たすことができることが明らかにされています。 

8－28 （帳簿と電子取引情報間の関連性の確保の方法） 

重加算税の加重措置の除外措置に係る要件には、「特定取引情報（請求書・納品
書等の重要書類に通常記載される事項に限る。）に係る電磁的記録の記録事項と
その特定取引情報に関連する国税関係帳簿等の記録事項との間において、その
関連性を相互に確認することができるようにしておくこと。」という要件もあり
ます。 

本通達では、上記の「関連性を確認することができる」とは、たとえば、相互に
関連する特定取引情報（重要書類に通常記載される事項に限られます。）に係る
電磁的記録の記録事項及び国税関係帳簿に係る電磁的記録の記録事項の双方に
伝票番号等を付し、その番号を指定することで、これらに係る電磁的記録の記
録事項がいずれも確認できるようにする方法等によってこれらの関連性を確認
することができることをいうことが明らかにされています。 

*** 

一部改正通達は、2027年 1月 1日以後に適用されます。ただし、8－22（重加
算税の加重措置の対象範囲）については、発遣の日（2025年 6月 27日）以降
に適用されます。 

2. 電子帳簿保存法一問一答の改訂

「電子帳簿保存法一問一答（Q&A）～令和 4年 1月 1日以後に保存等を開始す
る方～」のページに、改訂版の一問一答が掲載されました。（お問合せの多い内
容に★印が付されています。また、以下に掲載している一問一答は、変更箇所
に下線が付いているものです。） 

■ 電子帳簿保存法一問一答 【電子計算機を使用して作成する帳簿書類関係】
（PDF 1,265KB）

■ 電子帳簿保存法一問一答 【スキャナ保存関係】（PDF 1,330KB）

■ 電子帳簿保存法一問一答 【電子取引関係】（PDF 1,244KB）

たとえば、電子取引関係には、重加算税の加重措置の除外措置に係る国税庁長
官が定める基準に適合する電子計算機処理システムを定める告示（令和 7 年国
税庁告示第 2号（以下、「告示」））（*）ついて、以下の一問一答が新設されていま
す。 

問 74 

告示第 1 号に規定する「仕入明細書又は適格請求書に記載すべき事項に係る電
磁的記録の仕様としてデジタル庁が管理するものに従って提供された電子取引
に係る電磁的記録」とは、「Peppol BIS Standard Invoice JP PINT」及び「JP 

BIS Self-Billing Invoice」に従って作成された電子取引に関する電磁的記録であ
って、Peppolネットワークを通じてやり取りされた XML形式のデータを意味
することが示されています。 
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問 75 

告示第 2 号に規定する「金融機関等のいずれかに預金口座又は貯金口座を開設
している預金者又は貯金者の委託を受けて、その金融機関等が行うその預金口
座又は貯金口座に係る資金を移動させる為替取引の取引情報に係る電磁的記録」
とは、①他者である預金者又は貯金者の委託を受けてその金融機関等が行う決
済取引データ（他者口座から自らの口座への入金データ）及び②預金者又は貯
金者自らの委託を受けてその金融機関等が行う決済取引データ（自らの口座か
ら他者口座への出金データ）がいずれも含まれることが示されています。 

（*） 重加算税の加重措置の除外措置の適用を受けるためには、「国税庁長官が定
める基準に適合するシステム」を使用したうえで、電子取引データを一定の
要件を満たして送受信・保存し、これを確認できるようにしておく必要があ
ります。（あらかじめ届出書の提出も必要とされています。） 
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